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継続企業の前提に関する事項の注記についてのお知らせ 
 

当社は本日の取締役会において、平成 24 年３月期第３四半期決算短信及び四半期報告書

における継続企業の前提に関する事項について、下記のとおり注記することを決議いたし

ましたのでお知らせいたします。 

なお、当該注記を記載するに至った経緯につきましては、以下のとおりであります。 

「平成 24 年３月期第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」（以下、決算短信）を公

表した平成 24 年２月２日時点におきましては、当社は、後述の関係者との協議の進捗状況

を勘案し、継続企業の前提に関する重要な不確実性はないものと判断して、継続企業の前

提に関する事項の注記を記載しておりませんでした。 

しかしながら、本日の四半期報告書提出日までに関係者との協議は当初想定したほどに

は進展していないことから、当該注記の趣旨をより保守的に考えるべきとの判断を行い、

平成 24 年３月期第３四半期の四半期報告書に当該注記を行うことといたしました。また、

これに伴い、上記決算短信についても当該注記を行い、記載内容を変更することといたし

ましたのでお知らせいたします。訂正内容については２月 14 日発表の『（訂正）「平成

24 年３月期第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について』をご参照く

ださい。 

 
記 

 

継続企業の前提に関する注記 

当社は、平成 21 年６月 30 日に経済産業省の認定を受けた産業活力の再生及び産業活動

の革新に関する特別措置法に基づく事業再構築計画（以下、本計画）に沿って事業活動を

遂行しており、本計画の実施期間は平成 24 年３月 31 日に終了することが予定されていま

す。本計画の終了に伴い、㈱日本政策投資銀行に対して発行した優先株式に対する金銭を

対価とする取得請求権は、平成 24 年４月２日以降、同行による行使が可能になります。ま
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た、本計画に基づく主要取引銀行を中心とする金融機関からの借入も平成 24 年４月２日付

でその返済期限が到来します。上記の他、今後１年間に有利子負債の返済も予定されてお

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当該状況を解消すべく、当社は、取引先からの出資、顧客からの出資あるいは前受金の

受け入れ等種々の効果的かつ実行可能な施策について、一部を実行あるいは関係者からの

合意を得ることで財務体質の改善に努めております。また、当社は、経済産業省、㈱日本

政策投資銀行及び主要取引銀行等の関係者と今後の対応策について詳細を協議していると

ころですが、現時点では最終的な合意には至っておらず、継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められます。 

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関

する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 
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